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平成 19 年  3 月期  個別中間財務諸表の概要     平成１８年１１月１５日 

上 場 会 社 名        新京成電鉄株式会社                      上場取引所 東 
コ ー ド 番 号         9014                                        本社所在都道府県 千葉県 
（ＵＲＬ  http://www.shinkeisei.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 片岡 遼一 
問合せ先責任者 役職名 経理部主計課長  氏名 塚越 啓彦  ＴＥＬ ( 047 ) 389 － 1123 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１５日            配当支払開始日 平成１８年１２月１１日 
単元株制度採用の有無            有(１単元   1,000 株) 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

7,632  2.2 
7,465 △2.1 

1,475  7.1 
1,376 △5.4 

1,367  15.4 
1,185 △1.9 

18 年 3 月期 14,908     2,334     1,960     
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

771  29.6 
594  4.6 

14.01 
10.80 

18 年 3 月期 1,048     18.62 

 
 
 

 (注) ①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 55,050,213 株 17 年 9 月中間期 55,070,464 株 18 年 3 月期 55,063,282 株 
②会計処理の方法の変更   有 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

53,435 
54,029 

19,076 
17,968 

35.7 
33.3 

346.56 
326.31 

18 年 3 月期 55,492 18,623 33.6 337.85 
(注) ①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 55,046,587 株 17 年 9 月中間期 55,064,420 株 18 年 3 月期 55,054,111 株 
②期末自己株式数 18 年 9 月中間期 69,555 株 17 年 9 月中間期51,722 株 18 年 3 月期 62,031 株 

 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 14,885 1,583 882 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  16 円 04 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 
 中間期末 期末 年間 
18 年 3 月期 2.50 2.50 5.00 
19年3月期（実績） 2.50 ― 
19年3月期（予想） ― 3.50（記念配当 1.00） 

6.00 

 
 

 
 
 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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5. 個別財務諸表等 

(1)中間貸借対照表 

  
前事業年度末 

（平成 18 年3 月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成 18 年9 月30日現在） 
対前年比 

前中間会計期間末 
（平成 17 年9 月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

1. 現金及び預金  3,463,988   2,435,318    3,152,645   

2. 未収運賃  430,025   427,399    434,997   

3. 未収金  185,310   117,930    28,280   

4. 未収収益  18,060   14,384    32,347   

5. 分譲土地建物  3,561,416   3,218,392    3,713,618   

6. 貯蔵品  120,513   94,028    98,290   

7. 前払費用  96,148   103,358    91,228   

8. 繰延税金資産  505,893   456,045    544,296   

9. その他の流動資産  36,081   63,054    60,972   

流動資産合計   8,417,439 15.2  6,929,913 13.0 △1,487,526  8,156,678 15.1 

Ⅱ 固定資産            

1. 鉄道事業固定資産 ※1･2 ･ 3 17,065,030   16,569,891    17,290,045   

2. 不動産事業固定資産 ※1･2 ･ 3 17,944,812   17,743,623    17,651,404   

3. 各事業関連固定資産 ※1･2 816,182   789,776    832,207   

4. 建設仮勘定  6,778,137   7,103,335    6,111,519   

5. 投資その他の資産            

(1) 投資有価証券  1,915,654   1,777,027    1,593,200   

(2) 関係会社株式  1,535,639   1,420,103    1,281,056   

(3) 関係会社出資金 ※5 3,000   ―     3,000   

(4) 長期前払費用  127,924   105,299    88,854   

(5) 繰延税金資産  291,223   424,803    356,309   

(6) 前払年金費用  546,780   521,820    617,227   

(7) その他  50,304   50,320    47,759   

投資その他の資産計  4,470,526   4,299,375    3,987,408   

固定資産合計   47,074,689 84.8  46,506,002 87.0 △568,686  45,872,585 84.9 

資産合計   55,492,129 100.0  53,435,916 100.0 △2,056,213  54,029,264 100.0 
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前事業年度末 

（平成 18 年3 月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成 18 年9 月30日現在） 
対前年比 

前中間会計期間末 
（平成 17 年9 月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）            
Ⅰ 流動負債            
1. 短期借入金 ※2 4,659,870   4,379,170    4,884,670   
2. 未払金  2,346,700   857,448    1,371,245   
3. 未払費用  536,837   498,177    514,424   
4. 未払消費税等 ※4 35,239   166,969    73,399   
5. 未払法人税等  843,645   489,883    394,291   
6. 預り連絡運賃  455,382   494,668    483,391   
7. 預り金  719,207   736,738    767,339   
8. 前受運賃  766,303   831,301    769,677   
9. 前受金  5,398,661   5,999,890    5,302,063   
10. 前受収益  222,062   229,024    226,576   
11. 賞与引当金  348,286   379,864    387,643   
12. 役員賞与引当金  ―   17,200    ―   
流動負債合計   16,332,197 29.4  15,080,337 28.2 △1,251,859  15,174,723 28.1 
Ⅱ 固定負債            
1. 長期借入金 ※2 15,257,447   13,952,362    15,681,533   
2. 長期未払金  132,650   132,100    132,650   
3. 退職給付引当金  2,647,533   2,695,536    2,546,746   
4. 預り保証金  2,499,089   2,498,675    2,525,580   
固定負債合計   20,536,720 37.0  19,278,674 36.1 △1,258,046  20,886,509 38.7 
負債合計   36,868,918 66.4  34,359,011 64.3 △2,509,906  36,061,232 66.7 
（資本の部）            
Ⅰ 資本金   5,935,940 10.7  ― ― ―  5,935,940 11.0 
Ⅱ 資本剰余金            
1. 資本準備金  4,773,405   ―    4,773,405   
2. その他資本剰余金            
(1) 自己株式処分差益  1,771   ―    1,583   
資本剰余金合計   4,775,176 8.6  ― ― ―  4,774,989 8.8 
Ⅲ 利益剰余金            
1. 利益準備金  523,210   ―    523,210   
2. 任意積立金            
(1) 別途積立金  2,480,500   ―    2,480,500   
(2) 買換資産圧縮積立金  17,822   ―    17,822   
3. 中間（当期）未処分利益  3,788,389   ―    3,472,324   
利益剰余金合計   6,809,922 12.3  ― ― ―  6,493,857 12.0 
Ⅳ その他有価証券評価差額金   1,126,518 2.0  ― ― ―  782,604 1.4 
Ⅴ 自己株式   △24,346 △0.0  ― ― ―  △19,360 △0.0 
資本合計   18,623,211 33.6  ― ― ―  17,968,031 33.3 
負債及び資本合計   55,492,129 100.0  ― ― ―  54,029,264 100.0 
（純資産の部）            
Ⅰ 株主資本            
1. 資本金   ― ―  5,935,940 11.1 ―  ― ― 
2. 資本剰余金            
(1) 資本準備金  ―   4,773,405    ―   
(2) その他資本剰余金  ―   1,822    ―   
資本剰余金合計   ― ―  4,775,228 8.9 ―  ― ― 
3. 利益剰余金            
(1) 利益準備金  ―   523,210    ―   
(2) その他利益剰余金            
別途積立金  ―   2,480,500    ―   
買換資産圧縮積立金  ―   16,418    ―   
繰越利益剰余金  ―   4,399,925    ―   
利益剰余金合計   ― ―  7,420,053 13.9 ―  ― ― 
4. 自己株式   ― ―  △27,568 △0.1 ―  ― ― 
株主資本合計   ― ―  18,103,654 33.9 ―  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等            
1. その他有価証券評価差額金   ― ―  973,249 1.8 ―  ― ― 
評価・換算差額合計   ― ―  973,249 1.8 ―  ― ― 

純資産合計   ― ―  19,076,904 35.7 ―  ― ― 
負債純資産合計   ― ―  53,435,916 100.0 ―  ― ― 
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(2)中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年 4 月 1 日 
至 平成 17年 9月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4 月 1 日 
至 平成 18年 9月 30 日） 

対 
前中間期比 

前事業年度 
（自 平成17年 4 月 1 日 
至 平成 18年 3月 31 日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減 
（千円） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 鉄道事業            

営業収益   5,509,715 73.8  5,557,264 72.8 47,549  10,934,132 73.3 

営業費   4,845,211 64.9  4,868,223 63.8 23,012  9,919,320 66.5 

営業利益   664,504 8.9  689,041 9.0 24,536  1,014,812 6.8 

Ⅱ 不動産事業            

営業収益   1,956,125 26.2  2,075,126 27.2 119,001  3,974,093 26.7 

営業費   1,243,647 16.7  1,289,116 16.9 45,468  2,654,790 17.8 

営業利益   712,477 9.5  786,010 10.3 73,532  1,319,302 8.8 

全事業営業利益   1,376,982 18.4  1,475,051 19.3 98,069  2,334,114 15.7 

Ⅲ 営業外収益 ※1  60,837 0.8  125,788 1.6 64,951  125,415 0.8 

Ⅳ 営業外費用 ※2  252,516 3.4  232,988 3.1 △19,528  499,134 3.3 

経常利益   1,185,302 15.9  1,367,851 17.9 182,548  1,960,394 13.1 

Ⅴ 特別利益 ※3  ─ ─   101,363 1.3 101,363  200,870 1.3 

Ⅵ 特別損失 ※4  189,743 2.5  197,987 2.6 8,244  390,613 2.6 

税引前中間（当期）純利益   995,559 13.3  1,271,228 16.7 275,668  1,770,651 11.9 

法人税、住民税及び事業税  367,000   480,000    818,000   

法人税等調整額  33,814 400,814 5.4 20,161 500,161 6.6 99,346 △95,818 722,181 4.8 

中間（当期）純利益   594,745 8.0  771,066 10.1 176,321  1,048,470 7.0 

前期繰越利益   2,877,579   ─    2,877,579  

中間配当額   ─   ─    137,661  

中間（当期）未処分利益   3,472,324   ─    3,788,389  

            
（注）百分比は全事業営業収益（前中間会計期間7,465,841 千円、当中間会計期間7,632,391 千円、前事業年度 14,908,225 千円）を

それぞれ 100 とする比率であります。 
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中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日） 

株主資本 
評価・換
算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本 
準備金 

その他資
本剰余金 

利益 
準備金 別途 

積立金 
買換資産 
圧縮積立金 

繰越利益
剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

平成 18 年 3 月 31 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,771 523,210 2,480,500 17,822 3,788,389 △24,346 17,496,692 1,126,518 

中間会計期間中の 
変動額 

          

買換資産圧縮積立
金の取崩し（注） 

     △1,404 1,404  ―   

剰余金の配当（注）       △137,635  △137,635  

役員賞与（注）       △23,300  △23,300  

中間純利益       771,066  771,066  

自己株式の取得        △3,562 △3,562  

自己株式の処分   51     341 393  

株主資本以外の項
目の中間会計期間

中の変動額（純額） 

         △153,268 

中間会計期間中の 

変動額合計（千円） 
―  ―  51 ―  ―  △1,404 611,536 △3,221 606,961 △153,268 

平成 18 年 9 月 30 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,822 523,210 2,480,500 16,418 4,399,925 △27,568 18,103,654 973,249 

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ： 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によ

っております。 

分譲土地建物 個別法 

貯蔵品    移動平均法 

（会計方針の変更） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 7 月 5 日）が平成 20

年 3 月 31 日以前に開始する事業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、

当中間会計期間から同会計基準を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は 6,864 千円増加し、税引前中間純利益は 89,758 千円減

少しております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産   

鉄道事業固定資産 ： 定率法 

不動産事業固定資産 ： 定額法 

各事業関連固定資産 ： 定率法  

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した鉄道事業固定資産及び各事業関連固定資産の建物

（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

なお、鉄道事業固定資産の取替資産については取替法（定率法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 15～40 年 

車両       5～13 年 

（会計方針の変更） 

従来、不動産事業固定資産（不動産事業用固定資産及び自動車事業用固定資産）の減価償却

方法は定率法（ただし、建物は定額法）を採用しておりましたが、当中間会計期間より定額法

に変更いたしました。 

この変更は、平成15 年度から実施しております連結グループ内の一連の組織再編成により、

当事業年度において自動車事業損益管理体制が確立したことに伴い、償却方法の見直しを行っ

たところ、自動車事業用固定資産の収益（グループ内賃貸料収入）が一定額で回収されること

から、定額法を採用することにより収益と費用の適正な対応を図ることが一層合理的であると

判断したことにより変更したものであります。 

不動産事業用固定資産の償却方法についても同様の理由により定額法が合理的であると判断

したことにより変更したものであります。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は 72,791 千円減少し、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ同額増加しております。 
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(2)無形固定資産 ： 定額法 
 ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間(5 年)に基づく定額法 

 
3. 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上し

ております。 

(2) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 17,200 千円減少しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異(2,577,431 千円)については、15 年による均等額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

 

4. 工事負担金等の会計処理の方法 

 固定資産の取得のために地方公共団体（又は国土交通省）等より受け入れた工事負担金等は、工事

完成時に当該工事負担金等相当額を固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。なお、

損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価か

ら直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。 
 
5. リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
6. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

当社が行っている金利スワップ取引は金利スワップの特例処理の要件を充たしているため当該特

例処理を適用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段 金利スワップ取引 

ヘ ッ ジ 対 象 借入金 
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(3) ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクをヘッジすることを目的として金利スワップ取引を行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

当社の金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の要件を充たしておりその判定をもって有

効性評価に代えております。 
 
7. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5 号 平

成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第8 号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は19,076,904 千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 52,529,614 千円 53,792,121 千円 52,962,784 千円 

2. 担保に供している資産並びに担保付債務は、次のとおりであります。 

(1)財団 

担保に供している資産 （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

 鉄道事業固定資産（簿価） 16,867,729 千円 16,259,135 千円 16,694,925 千円 

担保付債務 

 短 期 借 入 金 1,790,460 千円 1,469,260 千円 1,592,560 千円 
 長 期 借 入 金 10,816,660  10,077,400  10,854,530  
 合 計 12,607,120  11,546,660  12,447,090  

(2)その他 

担保に供している資産 （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

 不動産事業固定資産（簿価） 8,695,061 千円 8,782,986 千円 8,963,613 千円 
 各事業関連固定資産（〃） 377,697  371,730  377,295  
 合 計 9,072,758  9,154,717  9,340,908  

担保付債務 

 短 期 借 入 金 324,980 千円 290,680 千円 298,080 千円 
 長 期 借 入 金 1,787,950  1,567,270  1,710,610  

 合 計 2,112,930  1,857,950  2,008,690  

 

 （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

3. 有形固定資産の取得価額から 4,290,888 千円 4,554,645 千円 4,485,230 千円 

控除した圧縮記帳累計額 
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 （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

4. 消費税等の取扱い  

 

 

 

 （前中間会計期間末） （当中間会計期間末） （前事業年度末） 

5. 「関係会社出資金」と表示

しておりました旧有限会社の

持分は、平成 18 年 5 月 1 日

以後「会社法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法

律」（平成17年法律第87号）

により、株式会社の株式とみ

なされることとなったため、

当中間会計期間より「関係会

社株式」に含めて表示してお

ります。 

 

（中間損益計算書関係） 

 （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 

1. 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 14 千円 165 千円 27 千円 

子会社の合併に伴う受取配当金   50,000 千円 

 （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 

2. 営業外費用のうち支払利息 251,055 千円 227,533 千円 486,052 千円 

3. 特別利益のうち主要なもの 

（前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 
  工事負担金等受入額 101,363 千円 工事負担金等受入額 200,870 千円 
      

4. 特別損失のうち主要なもの 

（前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 
販売用不動産評価損  
 
 

189,743 千円 固定資産圧縮損  
販売用不動産評価損  
 

101,363 千円 
96,623 千円 

 

固定資産圧縮損  
販売用不動産評価損  
 

200,870 千円 
189,743 千円 

5. 減価償却実施額 （前中間会計期間） （当中間会計期間） （前事業年度） 

 有 形 固 定 資 産 1,187,396 千円 1,123,940 千円 2,507,477 千円 
 無 形 固 定 資 産 70,792  72,108  142,551  

 

  仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺のうえ、未
払消費税等として表示し
ております。 

同左 
 

 

 

追加情報 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 62,031 8,390 866 69,555 
合計 62,031 8,390 866 69,555 

（注） 1.普通株式の自己株式の株式数の増加8,390 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 2.普通株式の自己株式の株式数の減少866 株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

 

（リース取引） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 


